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　以前にも触れたことがあるのだが、官邸の中庭には孟宗竹が植えられている。この竹林は、どうも植生が良くなく、あまり青々と育っていない。どうも、風通しが悪いせいではないか、と夏場だけ扇風機が設置されていたのだが、また今年も先週の初めから設置され、ぐるぐると風を送り続けている。もっとも、最近の官邸の周りでは、毎週末の金曜日になると原発再稼働に反対するデモの波が押し寄せ、先週末の29日には、その数主催者発表では10万人を超えるとも報道されている。残念ながら、小生は毎週末札幌に帰省しているわけで、その実態を見る機会を持てていない。半ば自然発生的に起きてきた反原発の大衆的な運動だが、今後どのように展開していくのか、政界にボディブローのように効き始めつつあるように思えてならない。引き続き、注目していきたい。
□反対57名、棄権・欠席15名の行方はどうなるのか
　国会は社会保障・税一体改革の民主・自民・公明三党の修正協議がまとまり、6月26日衆議院本会議で採決が行われた。圧倒的多数で修正された法案は可決されたのであるが、民主党内から反対57名、棄権・欠席15名という造反者を出し、反対者達のリーダーである小沢一郎元代表と輿石民主党幹事長との間で処分策などが話し合われており、最終的には離党して新党を立ち上げる方向ではないか、と言われているものの、まだ未確定である。同じく、反対に回った鳩山元総理は離党を否定しており、小沢氏とは一線を画す方針のようだが、いつも発言がぶれ続けているだけに、今後どう対処されるのか不確実であろう。今後、民主党内の対応いかんによっては、政界の大きな再編成に向けた第一歩を踏み出すことになるだけに、今週の政治の動きからも目が離せなくなっている。
□実現できもしない(!)マニフェストを作った責任は誰に
　ここで、考えてほしいのは、なぜこのような事態に至ったのか、という点である。政権交代に際して鳩山代表は、消費税の引き上げは4年間はやらない、と明言し、マニフェストで必要な16.8兆円の財源は、無駄を省いたり予算の組み替えを通じて実現していくと公約してきた。ところが政権交代をして実際に予算編成をしてみたら、とてもそれが無理であるという事実が明らかになってきたのだ。特に、一般会計と特別会計を合わせて207兆円あり、その1割や2割を削減できないはずがない、などと主張する有力議員の発言も飛び出すなど、残念ではあるが、およそ財源問題に対する無責任な現実が露わになったのが民主党政権のこれまでの実態なのだと思う。
　実は、このような安易な考え方が取り入れられたのは、2006年4月、小沢氏が偽メール事件で前原代表が辞任して代表に就任するや、それまで曲がりなりにも年金財源で3%の消費税率を引き上げるという公約から、消費税を引き上げないまま、現行5%分すべてを年金財源に投入していく方針を打ち出したいわゆる「マグナカルタ」に行きつくのだ。その中で、子ども手当も一人月額2万6千円と、それまでの公約であった1万6千円を1万円引き上げるなど、財源問題についてあまりにも楽観的な方針に転換する。もちろん、このような方針の転換に対して、かなり厳しい批判や意見が出されていたし、それをまとめ上げたメンバーの中からも財源に対し心配する意見が出たという。それに対して、小沢元代表は「政権さえ取れば、財源はなんとでもなる」と発言をされ、翌年7月の参議院選挙に、小沢代表になって初めての本格的な国政選挙でのマニフェストを打ち出すことになる。そこで、年金制度の一元化と最低保障年金7万円創設、子ども手当や高速道路無料化、農家の戸別所得補償政策など、2年後の総選挙の際のマニフェストの原型が打ち出される。その財源は、15.3兆円という巨額なものであり、無駄を省いたり予算の仕組みを変えることで賄うとしていた。(この点について、前原現政調会長が2008年7月号の『中央公論』誌上で、このまま政権をとったら大変だという趣旨の興味深い発言をされている)
□2007年参議院選挙の党首討論、無駄を省く事例
　当然のことながら、国政選挙であり各党代表者の討論会などが開催され、マスコミや識者からの厳しい批判なども繰り広げられていった。その中で、一番象徴的なシーンは、安倍総理と小沢代表の一対一の論戦が21世紀政治臨調の主催で開催され、多くのやり取りがあった。その中で、安倍総理から、無駄を省くというが、どういう風にして財源を生み出そうとされるのか、という質問に対して、小沢氏は福井県のある町の事例を持ち出された。それは、融雪溝を作るため補助金を申請したところ、スキー場と一体であれば1億円のうち5千万円を補助するということになり、申請して実施したものの、スキー場は全く使われないで無駄な5千万円になったという事例を挙げられていた。
確かに、そのような事例は探せばいろいろとあるのだろう。でも、今必要としている財源のケタは千万円単位ではなく、億円でもなく、兆円なのであり、しかも10兆円単位の財源が毎年不足しているのだ。あまりにも国民を馬鹿にした話なのだが、それで政権を目指す野党第一党のマニフェストに15.3兆円が、増税なしに実現できると堂々と記載されてしまった。その時の安倍総理の反論はなかなか鋭く、増税をしなくてもよいのはなぜなのか、と迫っている。それに対して、2001年以降税と社会保険料の負担が約9兆円にも達しており、国民にそれ以上の負担を求めることはできない、というものであった。安倍総理は、その約9兆円は、すべて社会保障支出に充当されており、国民にお返しをしているのだ、と反論されているのだが、論戦はそれ以上に深まらなかった。
□年金一元化と最低保障年金について、小沢元代表の見解
それ以外にも、民主党の新年金案をめぐって安倍総理と小沢代表の論戦も興味深いものであった。安倍総理は、民主党の年金一元化案では、一体どの金額から最低保障年金は減額が始まり、どの金額になれば支給がされなくなるのか、という点を質問したところ、小沢氏は600万円から減額となり、1200万円になると支給されなくなるとの発言が残されている。この数字については、民主党としての正式なものではなかったのか、それ以降一切触れられておらず、5年以上経過しているのに、未だその全貌が明らかになっていない。
しかしながら、2007年の参議院選挙で民主党は大躍進を遂げ、衆参ねじれ国会が本格化する。この時の勝利の主たる要因はマニフェストではなく、消えた年金記録問題であり、農林水産大臣の「何とか還元水」や政治とカネを追及された末の「自殺」、挙句の果てに「絆創膏」問題など、自民党の統治能力の弱体化にあったことは間違いない。勝った軍隊は何も学ばないのだろう、民主党マニフェストの財源問題や年金完全一元化問題の詳細について、何ら顧みられることもなく継承され、その2年後の歴史的な総選挙による政権交代に引き継がれ、野党側から厳しく追及され続けているのである。
□無責任な財源問題を提起してきたのは小沢元代表ではないか
このように考えてくれば、財源に対する無責任な政策を持ち込んだのは小沢元代表であり、マニフェストで約束したことができなくなる原因を自ら作り出したことを忘れることはできない。どうしたら無駄を省いて10兆円単位の財源ができるのか、寡聞にしてお聞きしたことがない。それが示されなければ、まさに政局のためだけに都合よく批判を展開されていることにならないだろうか。もちろん、小生も含めて民主党という政党としてマニフェストを掲げて総選挙を戦ったことは間違いないわけで、それに対する責任は免れない。ただ、この事態に対して、正すべきは一刻も早くただしていかなければ実に無責任の誹りを免れない。
□小沢元代表、福田政権との大連立の目的は何だったのですか
それと同時に、小沢元代表は2007年10月に自民党福田政権との間に大連立政権を模索され、事実かどうかの確証はないのだが、当事者の森元総理の証言(「日本経済新聞夕刊」2011年10月15日付)によれば、大連立の目的は「税と社会保障の一体改革」であり消費税の引き上げであったという。もし事実であるなら、今回の反対はとんでもない、ということになる。また、政権交代した年の予算編成時の2009年12月に官邸に乗り込んでこられた際に、ガソリン税の暫定税率の廃止について財源問題を理由に断念されたことも忘れることはできない。こうした過去の発言や行動について、いまどのように考えておられるのか、責任ある回答が欲しいものである。
